
テレワーク導入推進事業費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 県内の中小企業等におけるテレワークの導入による「働き方改革」等を推進し、魅力ある雇

用・労働環境の整備を図るため、テレワーク導入推進計画を作成し、その計画に基づき企業が行

うテレワークの導入に要する経費に対し、予算の範囲内において、岩手県補助金交付規則（昭和

32 年岩手県規則第 71 号。以下「規則」という。）及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

 (１) テレワーク 事業主の明確な指示に基づき、在宅、事業主が指定した事務所、出張先等の

対象従業員が所属する事業場とは異なる場所において、情報通信技術を活用して業務を実施す

ることをいう。 

 (２) 働き方改革等 次に掲げる要件を満たす取組をいう。 

  ア 長時間労働の是正や年次有給休暇の取得の促進等により、従業員が意欲を持ち前向きに働

くことができる環境を整備する、ワーク・ライフ・バランスの実現を図る取組 

  イ 活躍したいという希望を持つ全ての女性が、その個性及び能力を十分に発揮できる環境を

整備する、女性活躍の推進につながる取組 

  ウ 時間管理意識を向上することで業務効率の改善を図り、従業員が安定し自立した働き方が

できる環境を整備する、労働生産性の向上につながる取組 

  エ 従業員の健康を増進することにより、従業員の活力向上及び組織の活性化を図ることを目

的とした、健康的な企業経営につながる取組 

 (３) 中小企業等 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項各号のいずれかに

該当する中小企業者であって、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第２条に規定する法人の

うち、公益法人等、協同組合等及び普通法人をいう。 

 

 （補助対象者） 

第３ 第１に規定する補助金（以下「本補助金」という。）の交付の対象となる者（以下「補助対

象者」という。）は、次の全てに該当する中小企業等とする。 

 (１) 岩手県内に事業所等を置く中小企業等であること。 

 (２) 県税に未納がないこと。 

 (３) 中小企業等が自らテレワークの導入による働き方の課題を分析し、その課題を改善する

ための事業を実施する期間において達成すべき目標等を定めた計画を策定し、その計画に基

づいて、テレワークの導入による自社の働き方改革等を推進し労働環境の改善の取組を行うこ

と。 

 

 （補助事業） 

第４ 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、テレワーク用通信機器

の導入、就業規則や労使協定等の作成及び変更、労務管理担当者及び従業員に対する研修並びに



外部専門家によるコンサルティングの事業とする。 

 

 （補助対象経費及び補助金の額） 

第５ 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助額は、別表第

１のとおりとする。 

 

 （補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第６ 規則第６条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲げる場合とする。 

 (１) 別表第１中「区分」欄ごとに 20 パーセントを超えない経費の増減を行う場合 

 (２) 事業計画の細部の変更であって、補助金の額に影響を及ぼさない場合 

 

 （申請の取下げの期日） 

第７ 規則第８条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定

の通知を受領した日から起算して 15 日以内とする。 

 

 （財産の処分に係る制限の期間） 

第８ 規則第 19 条第 1 項に規定する期間は、財産の種別に応じ、それぞれ減価償却資産の耐用年

数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15号）に定める年数のとおりとする。 

２ 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、規則第 19 条第１項の規定による承認を

受けようとする場合は、あらかじめテレワーク導入推進事業費補助金に係る取得財産等処分承認

申請書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。 

３ 規則第 19 条第１項第２号に規定する知事が指定するものは、１件当たりの取得価格が３万円

以上のものとする。 

４ 補助事業者は、補助事業により取得した財産については台帳を設け、その保管状況を明らかに

し、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

 

 （立入検査等） 

第９ 知事は、予算の執行の適正を期するため、補助事業者に対して、必要な報告を求め、又は当

該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他必要な物件を検査させ、若しくは

関係者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合において、当該委託の業務

を行う者と契約を締結するに当たっては、知事が、予算の執行の適性を期するため、当該委託の

業務を行う者に対して、必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、

帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる旨の条件を

付さなければならない。 

３ 知事は、補助事業者に対して、補助事業の完了後においても、事業計画書に基づいた取組に関

して必要な報告を求めることができる。 

 （書類の整備等） 

第 10 補助事業者は、補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明ら

かにする書類、帳簿等を整備し、当該補助事業の完了する日の属する年度の翌年度から起算して



５年間該当補助事業により取得し、又は効用の増加した財産に係る処分制限期間が５年を超える

場合にあっては当該処分の制限期間これを保存しなければならない。 

 

 （消費税等仕入控除税額に係る報告等） 

第 11 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の交付を申請するに当たって、当該補

助金に係る消費税等仕入控除税額（補助金の交付の対象となる経費に含まれる消費税等に相

当する額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額と当該額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た額の合計額のうち補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）が

明らかではないため、消費税等相当額を含めて申請した場合に、当該申請の後に当該補助金

に係る消費税等仕入控除税額が明らかになったときは、速やかに消費税及び地方消費税額の

確定に伴う報告書（様式第６号）により知事に報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けた後に前項の報告をした場合は、当該報告による知事

の補助金の返還の命令を受けて、同項の報告に係る消費税等相当額を返還しなければならな

い。 

 

 （提出書類及び提出期日） 

第 12 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別表第２のとおりとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和２年 10 月 19 日から施行する。 

 

  



別表第１（第５関係） 

区  分 要 件 等 補 助 額 

１ 諸謝金 社内研修実施に係る

外部講師等の謝金 

１人当たり 10 万円を上

限とする。 

１から８まで

の費用の合計

額の３分の２

に相当する額

以内の額。た

だし、補助事

業者１者につ

き、200 万円を

上限とする。 

２ 旅費 職員・外部講師交通費、宿泊費等 

３ 消耗品費 消耗品、材料、書籍等の購入費 

（ただし、購入単価３万円未満のものに限る。） 

４ 印刷製本費 パンフレット、チラシ、各種資料等の印刷費 

５ 通信運搬費 電話、宅配、郵送料等 

６ 使用料及び会場賃料 会議室等の使用料 

７ 委託費 専門機関への調査等

委託に要する経費 

当該経費の支出が事業の

趣旨に合致し、委託が真

に必要不可欠である場合

に限る。 

８ 設備備品購入費 購入単価３万円以上の備品の購入経費（設置費

を含む。） 

 



別表第２（第 12 関係） 

条 項 提出書類及び添付書類 提出部数 提出期日 

規則第４条

の規定によ

る書類 

テレワーク導入推進事業費補助金交付申請書（様

式第１号） 

１ テレワーク導入推進計画書（別紙１） 

２ 収支予算書（別紙２） 

３ その他知事が必要と認める書類 

各１部 別に定める。 

規則第６条

第１項第１

号、第２号

及び第３号

の規定によ

り、承認を

受ける場合

の書類 

テレワーク導入推進事業費補助金交付変更（中

止・廃止）承認申請書（様式第２号） 

【変更の場合】 

１ テレワーク導入推進計画書（別紙１） 

２ 収支予算書（別紙２） 

３ その他知事が必要と認める書類 

各１部 当該事業の変更（中

止、廃止）を行う日

の 14日前まで 

規則第 13条

第１項の規

定による書

類 

テレワーク導入推進事業費補助金請求書（様式第

３号） 

１ テレワーク導入推進事業実績報告書（様式第

４号） 

２ 収支精算書（別紙２） 

３ 証拠書類（支出を証する書類（領収書の原本

の写し）及び事業の実施が確認できる写真等） 

４ その他知事が必要と認める書類 

各１部 当該事業を完了した

日（規則第６号第１

項第３号に規定する

事業の中止又は廃止

の承認を受けた場合

には、当該承認の通

知を受理した日）か

ら 30 日を経過した

日又は補助金の交付

決定を受けた年度の

３月 25 日のいずれ

か早い日まで 

 


